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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

こどもの権利に関する条例制定等、こども政策の推進サポート

2011年に自身が鬱を患ったことから心理学や論理学を研究し、幼少期に自己肯定感が育まれていれば将来に渡っ
て鬱になりにくく、強くしなやかに生きていきやすくなることを理解しました。

その後、自己肯定感を育む子育て方法を伝える活動を行っていたところ、市議会議員に推され、2020年に就任。
子どもの自己肯定感を育む関わりと、子どもの権利を守ることは同義であるため、議会ではこどもの権利に関する条
例制定を目指しました。

市長部局が条例に前向きではなかったため、議会側でこどもの権利に関する理念条例調査研究特別委員会を
2022年6月に立ち上げ、委員長に就任。こどもの権利について専門家や先進地の話を聞くだけでなく、市民や子ど
も自身とも意見交換を重ねながら、条例のベースを書き上げました。

最終的には理念だけでなく、形骸化させないための施策案も付して、2023年12月に市長に報告。2025年4月より施
策を含んだ総合条例として施行。丹波市の子どもたちが健やかに生きていく基盤を作りました。

2002年 
・神戸大学農学部卒業 
・株式会社ファンケル入社 
2009年 
・株式会社ファンケル退社 
・地元の兵庫県丹波市にUターンし、その後事業承継（株式会社　みんなの村） 
2013年 
・UIターン専用シェアハウス「みんなの家」運用開始
・地域再生マネージャー事業曽爾村短期診断事業（ふるさと財団） 
2015年〜2017年 
・奈良県曽爾村地方創生戦略アドバイザー業務 
2016〜2018年 
・兵庫県朝来市創生推進人財育成プロジェクトディレクター 
 

こどものの自己肯定感を育む講演会 こどもまんなかの会議



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

１期４年市議会議員を経験したことで、議会対応や市民からのクレームなど行政職員の仕事のしづらさへ
の理解も深まりました。条例制定に限らず、こども計画にあるこどもの意見聴取ワークショップ等の支援な
ど、地域の子どもたちが健やかに成長できるよう、私を良いように活用してください。

条例制定に向けては、精神科医の明橋大二氏を招いたキックオフ講演会に120人の参加者が集ったり、
市民参画型「こどもまんなか会議」を３回開催してこどもを含む市民とワークショップを通して意見交換した
りしました。そうして子育ての現状把握と市民への人権啓発を同時並行で行い、単に条例を制定するだけ
でなく、丹波市に必要な条例が地域に根付くよう取り組みました。
それ以降議会では、特別委員会以外でもそれまでは見られなかったこどもの権利という観点からの質疑が
増え、さらに条例によって「こどもの権利擁護委員会」の設置も実現し、丹波市の子どもの自己肯定感が
育まれる環境を整えることができました。

条例を作ることが目的ではなく、こどもたちの自己肯定感を高めることを目的にしたため、特別委員会では
憲法や子どもの権利条約をベースに人権を学ぶのと同時に心理学にも触れ、本質理解を促しました
（https://youtu.be/hkJshly0iJg）。

その中で最も難しかったのは「参加する権利」。自らの子ども時代や我が子を育てた際に、子どもの自己
決定を軽視されていた委員が多く、子どもを「保護の対象」から「権利の主体」への意識変革には、反省
が伴っていることも多々ありました。

こうして自らの経験を振り返りながら納得感を得たうえで言語化していったため、議会で発議してから最終
報告までは２年以上かかっています。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

メールアドレス maegawa.shinsuke.3〔アットマーク〕gmail.com

NPO法人他力本願研究所 https://www.tariki-labo.jp/

みんなの村 https://minnanomura.jp/

丹波市議会議員時代のウェブサイト https://maegawashinsuke.com/

○ 住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

その他 その他

働き方改革 ○ ふるさと教育

子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

○ 結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化
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